
１．重要な会計方針

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

        最終仕入原価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却方法

        定額法によっている。

　　　　なお、平成28年度までに取得したものは、定率法によっている。

（３） 引当金の計上基準

　　　 ① 退職給付引当金については期末退職給付の法人都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　　 ②建物・構築物修繕引当金については修繕計画に基づき計上している。

（４） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

        資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

（５） 消費税等の会計処理

        消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

        なお、未払消費税は、未払金に含めている。

（６） 関連当事者との取引の内容

        該当なし。

２．特定資産の増減額及びその残高

       特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科       目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 特定資産

   退職給付引当資産 182,159,000 6,501,000 16,240,000 172,420,000

   建物・構築物修繕引当資産 69,269,961 3,001,043 21,300,000 50,971,004

   研究機器購入引当資産 33,807,966 2,000,514 2,690,000 33,118,480

合    計 285,236,927 11,502,557 40,230,000 256,509,484

３．特定資産の財源等の内訳

       特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

 科       目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

 特定資産

   退職給付引当資産 172,420,000 0 0 172,420,000

   建物・構築物修繕引当資産 50,971,004 0 0 50,971,004

   研究機器購入引当資産 33,118,480 0 33,118,480 0

合    計 256,509,484 0 33,118,480 223,391,004

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

       固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

科    目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

 建物・構築物 349,902,630 285,086,996 64,815,634

 機械・器具・備品 198,209,034 189,990,011 8,219,023

合    計 548,111,664 475,077,007 73,034,657

５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

　　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

 現金預金勘定 95,066,517 100,837,816

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 0 0

 現金及び現金同等物 95,066,517 100,837,816

その他の注記
　 該当事項なし。
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